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訓練目的

（１）防災計画等に基づく災害応急対応の確認及び要員の習熟

（２）静岡県、関係市町、関係省庁、原子力事業者等の連携強化

（３）避難計画等の検証及び訓練結果を踏まえた課題の抽出

1



訓練概要
●日 時：令和３年２月４日（木）８：４５～１２：００

●場 所：静岡県オフサイトセンター、静岡県庁、関係市町庁舎、

浜岡原子力発電所

●参加機関：内閣府、浜岡原子力規制事務所、静岡県、県警、

関係市町、中部電力㈱他

●訓練参加：32機関、約130名
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静岡県庁
各地域局
関係市町庁舎
関係都県庁

・関係機関との情報受伝達
・広域避難受入先の調整
・バス協会等への支援依頼
・原子力防災ポータル情報発信

県及び関係市町本部運営訓
練

静岡県オフサイトセンター
環境放射線監視センター
関係市町測定地点

・緊急時モニタリングセンターの運営
・関係市町簡易型電子線量計の設置

緊急時モニタリング訓練

静岡県オフサイトセンター・関係機関との情報受伝達
・関係会議の訓練

原子力災害合同対策協議会
等活動訓練

場所訓練内容訓練項目

訓練項目
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訓練内容及び想定
●内容

○ＴＶ会議システムや原子力防災システム（ＮＩＳＳ）等を活用した合同
対策協議会の運営や関係機関との情報受伝達訓練を実施

○事態の進展に応じてどの機関がどのように行動すべきかがわかるように、シナリオ
開示型の図上訓練として実施

○新型コロナウイルス感染防止のため、参集要員を例年の半数程度に絞り半日
の日程で実施

●事故想定
○浜岡原子力発電所４号機において、最大震度７の地震発生を起因として

警戒事態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態が発生し、その後放射性物
質が放出され、一時移転が必要な空間放射線量率の上昇を確認
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訓練タイムスケジュール

想定時間スキップ→ブリーフィング（20分）４日 １０:３０～４日 １０:３０～

施設敷地緊急事態３日 ８：３０ー
地震発生（南海トラフ）、警戒事態２日 ７：３０ー

４日 １２：００
４日 １１：３０～
４日 １１：１０～
４日 １０:５０

４日 １０：００
４日 ９：３０～
４日 ９：１０
４日 ９：００
４日 ９：００

訓練時間

訓練再開５日 １２：００

原子力緊急事態宣言発出４日 ８：１０
事業者通報（全面緊急事態該当）４日 ８：００

事業者通報（放射性物質の放出）４日 １０：１０
第１回原子力災害合同対策協議会４日 ９：１５～

想定時間 内 容

４日 ８：００ 訓練開始（開始前15分間ブリーフィング）

５日 １３：００～ 第２回原子力災害合同対策協議会
ー 訓練振り返り
ー 訓練終了 5



訓練実施状況写真（オフサイトセンター①）
No.1： 15条事象の
認定通報を2月4日
8：05に受けOFC総括
班班長がOFC内へ周
知している様子

No.2： OFC住民安
全班によるNISS確認
状況

No.3： 8：10内閣総
理大臣による緊急事態
宣言発出（TV会議シ
ステムで首相会見を模
擬）

No.4： TV会議システ
ムによる第1回合同対
策協議会全体会議の
様子
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訓練実施状況写真（オフサイトセンター②）
No.5： TV会議システ

ムによる第1回合同
対策協議会全体会
議の様子

No.6: OFC 事 業 者
ブースにて発電所から
10：10に事業者通
報第10報（放射性
物 質 の 放 出 ） の
FAXを受信した様子

No.7: OFC放射線班
班長が10：00時点
の緊急時モニタリング
評価結果をERC放
射線班から入手した
ことをOFC内に周知

No.8: OFC住民安全
班がERC住民安全
班から

2 月 5 日 12 ： 00 に
OIL2一時移転対象
地区案の確認依頼
を受け活動している
様子
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訓練実施状況写真（オフサイトセンター③）
No.9: TV会議システ

ムによる第2回合同
対策協議会全体会
議の様子

No.11: TV会議システ
ムによる第2回合同
対策協議会全体会
議の様子

No.10: TV会議システ
ムによる第2回合同
対策協議会全体会
議の様子

No.12: OFC住民安
全班班長がERC住
民 安 全 班 か ら
13 ： 20 に OIL2 一
時移転の指示・公示
文を受信したことを
OFC内に周知
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訓練実施状況写真（県災害対策本部）
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No.２: TV会議システ
ムによる第2回合同
対策協議会全体会
議参加の様子

No.４: 避難先都県の
受入の可否、中部電
力からの情報、静岡
県バス協会との調整
状況を共有する様子No.３: TV会議システ

ムによる第2回合同
対策協議会全体会
議の様子

No.1: 県災害対策本
部原子力班の様子。
TV会議システムで緊
急事態宣言を聞く様
子



訓 練 の 成 果
○国、県、市町等各機関をＴＶ会議等でつなぎ、同一のシナリオにより訓練を実施

したことにより、各機関の連携や各段階における防護対策を決定する手順の確認、
情報受伝達がどのように行われるかを確認することができた。

○避難先都県と避難住民の受入可否の確認等を行い、災害時に必要な情報の確
認や、受入確認の手順を確認することができた。

○静岡県バス協会と締結した「災害時等における避難住民等の輸送の支援に関す
る基本協定書」に基づき、静岡県バス協会と情報受伝達訓練を実施し、協定の
運用方法を確認できた。

○新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として、パーテーションや消毒液等の対
策をした上で訓練を実施できた。

○統合原子力防災ネットワーク（ＴＶ会議、ＮＩＳＳ）等を最大限活用した訓
練を実施し、各機関が情報を共有し、対応することに習熟できた。 10



主な課題とその対策案
〇各機能班への付与情報があれば、各班の役割をもう少し理解を深めることができた

のではないか。
⇒今年度の訓練は、参集要員の縮小と訓練時間の短縮をしてこともあり、関係機関

の連携や防護対策を決定する手順の確認を中心に実施したことから、各機能班へ
の状況付与は限定的なものとした。来年度以降、今回のような訓練と要員参集と
訓練時間を確保し機能班の各要員が活動できるよう訓練を組合わせて実施してい
きたい。

〇県ＯＦＣ派遣班を経由しなくてもＮＩＳＳで共有できるのではないか。
〇連携をより視覚化し、より明確に手順を確認する目的で、ＯＦＣ機能班長からのア

ナウンスに続いて、県ＯＦＣ派遣班から県本部への伝達・応答をＴＶ会議を用い
て行ったが、少し冗長になってしまった。県ＯＦＣ派遣班から県本部への伝達・応答
は実際と同じく電話にて行い、訓練上必要があればＯＦＣ機能班長からのアナウン
スに県本部が反応することにしてもよかったと考える。

⇒県ＯＦＣ派遣班はＯＦＣと県災害対策本部との連絡を中継する役割だが、ＮＩ
ＳＳを導入したことで、ＥＲＣやＯＦＣから直接県災対本部へ情報伝達すること
が可能になったことから、県ＯＦＣ派遣班の役割について検討する。

訓練振り返り・アンケートから得られた課題と対応策①
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主な課題とその対策案
〇ＵＰＺにおいてＯＩＬ２対象地区が指定された所からの動きの訓練も実施し

てほしい。
⇒今年度の訓練は緊急事態発生からＯＩＬ２一時移転指示までの緊急事態

区分を対象とした訓練を実施したが、来年度以降、その後の一時移転対象地
区が指定された所からの訓練の実施についても検討する。

〇今回の訓練では、コロナ対策を講じた上で人数を制限して訓練を実施したが、災
害が起きたら、大人数で災害対応をすることになる。そもそもの参集人数を減らす
工夫が必要ではないか。

⇒新型コロナウイルス流行下の現地災害対策本部等の運営については、人と人と
の接触の低減を図り、密を避けながら対応を実施することが必要となる。今回訓
練で使用したパーテーション、フェースガード等の感染症対策とともに、要員のロー
テーション、リモート化等配備のあり方について検討する。

訓練振り返り・アンケートから得られた課題と対応策②
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浜岡地域の原子力災害広域避難計画策定状況（１/２）
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・ 人口情報等の更新
・ 前回の修正後に放射線防護対策を実施した、社会福祉施設等15施設を追加令和２年６月修正

・ 人口情報等の更新
・ 広域避難をする際に、第一目的地となり、且つ、避難者に避難所を案内する場となる「避難経
由所」について追記
・ 新たに放射線防護対策を実施した、社会福祉施設等２施設を追加

平成30年６月15日修正

・ 避難先の一覧に、各避難元市町の避難先市町村名を記載平成29年３月24日修正

主な修正内容修正日

○県計画の策定及び修正
県は、国の支援、県内市町、周辺都県等の協力の下、浜岡地域原子力災害広域避難計画を
平成28年３月31日に策定・公表した。その後、計画の実効性向上のため、避難先として協議して
いる都県、市区町村等の関係機関と協議を継続し、避難先市区町村の記載をする修正や、広域
避難をする際に、第一目的地となる避難経由所を追記する等の修正を実施している。



吉田町原子力災害広域避難計画令和２年３月16日吉田町
袋井市原子力災害広域避難計画令和２年３月６日袋井市
森町原子力災害避難計画の方針平成31年３月26日森町
菊川市原子力災害広域避難計画平成31年３月18日菊川市
牧之原市原子力災害広域避難計画方針書平成31年１月21日牧之原市
磐田市原子力災害広域避難計画平成30年３月20日磐田市
掛川市原子力災害広域避難計画の方針平成30年３月19日掛川市
島田市原子力災害広域避難計画平成29年10月１日島田市
御前崎市原子力災害広域避難計画平成29年３月15日御前崎市

計画名策定時期市町

○関係11市町の計画の策定
県計画の修正と並行して、関係11市町の避難計画の策定支援に取り組んでいる。令和３年４月
１日現在で策定済みの市町は下表のとおり９市町が策定済。焼津市及び藤枝市は計画の早期策
定に向け、避難先県等と協議を継続している。

浜岡地域の原子力災害広域避難計画策定状況（２/２）
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